
 

 

 

 

令和５年１２月２６日 

物流・自動車局 

 物 流 政 策 課  

貨物流通事業課 

 

2024年度に向けた業種・分野別 

物流の適正化・生産性向上に関する「自主行動計画」を公表しました 

国土交通省、農林水産省及び経済産業省は、荷主企業や物流事業者の方々が業種・分野別に作

成した物流の適正化・生産性向上に関する「自主行動計画」を公表いたしました。 

 

 

１．背景・趣旨 

我が国の物流は、国民や経済を支える重要な社会インフラであり、いわゆる「物流の 2024

年問題」への対応が喫緊の課題となっています。 

このため、令和 5年 6月に決定された「物流革新に向けた政策パッケージ」では、「物流の

適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」（令和 5

年 6月 2日 経済産業省・農林水産省・国土交通省策定）を踏まえ、荷主企業・物流事業者が物

流の適正化・生産性向上に関する「自主行動計画」を作成し、政府においても年内目途にそれ

らを公表することとされております。 

今回、荷主企業や物流事業者の方々が業種・分野別に作成した物流の適正化・生産性向上に

関する自主行動計画を公表しましたのでお知らせいたします。 

  

 

２．自主行動計画の策定状況 

 本日時点で、103団体・事業者が自主行動計画を策定しております。 

各団体・事業者が策定している自主行動計画は下記 HPから確認いただけます。 

 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議 HP 

今後、新たに作成される自主行動計画については随時、HPに追加してまいります。 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

物流・自動車局 物流政策課 内波、笹口、森重、小原 

TEL：03-5253-8111（内線 41-802,41-821,41-822,41-823） 直通：03-5253-8801  

 

同時発表：農林水産省、経済産業省 

 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/jisyukoudoukeikaku.html

